




  Election results are influenced by the dynamical process of opinion spreading among 
voters. In this work we study the distribution of the number of votes in open-list proportional 
representation elections. The distribution of the number of votes received by a candidate,  
divided by the average number of received votes among all candidates in  the same party list is 
similar between Japan and Brazil. Distributions referring to these two nations differ from those 
referring to European nations which share a common distribution shape among themselves. 
An opinion spreading model based on a branching process involving the acquaintances of 
a candidate quantitatively reproduces the actual election results. By examining the effect of 
model parameters on the distribution, we show that the degree of a tree, in which the root node 
corresponds to a candidate should be large in the case of Japan and Brazil, compared with 
those in the case of European nations.  This result suggests that the influence of mass media on 
the opinion formation  is more prominent in Japan and Brazil, both of which are characterized 












の分析が活発に試みられている（Castellano, Fortunato and Loreto, 2009; Lazer, Pentland, Adamic, Aral, 






となってきた（Castellano et al., 2009; Fortunato and Castellano, 2012）。選挙での投票行動にみられる
特徴については，統計物理学の手法をもちいた研究がさまざまな観点からなされてきた。たとえば，
政党支持率の持続性と政党所属議員数との相関（Andresen, Hansen, Hansen, Vasconcelos and Andrade 
Jr., 2008），地すべり現象の戦略投票モデル（Araújo, Andrade Jr. and Herrmann, 2010），投票率の地域
相関（Borghesi and Bouchaud, 2010; Borghesi, Raynal and Bouchaud, 2012），小政党の発現・持続性に
かんする疫学モデル（Romero, Kribs-Zaleta, Mubayi and Clara Orbe, 2011），候補者数と投票者数の比
率における普遍性（Mantovani, Ribeiro, Moro, Picoli Jr. and Mendes, 2011），投票結果の特異性にもと
づく組織的不正投票の検知（Klimeka, Yegorovb, Hanela and Thurner, 2012），党員数と投票者数の比
率における普遍性（Mantovani, Ribeiro, Lenzi, Picoli Jr.  and Mendes, 2013），得票率の地域分布と地域
相関（Fernández-Gracia, Suchecki, Ramasco, San Miguel and Eguíluz, 2014） などがあげられる。
　候補者の得票分布についてはとくに活発な研究が続けられてきた（Costa Filho, Almeida, Andrade 
Jr. and Moreira, 1999; Bernardes, Stauffer and Kertész, 2002; Costa Filho, Almeida, Moreira and Andrade Jr., 
2003; Lyra, Costa, Costa Filho and Andrade Jr., 2003; González, Sousa and Herrmann, 2004; Sousa, 2005; 
Travieso and da Fontoura Costa, 2006; Fortunato and Castellano, 2007; Gradowski and Kosiński, 2008; 
Araripe and Costa Filho, 2009; Hernández-Saldaña, 2009;  Banisch  and  Araújo,  2010;  Prenga  and  Ifti, 
2012; Chatterjee, Mitrović and Fortunato, 2013; Palombi and Toti, 2015）。この分野における最初の研究
では，1998 年に実施されたブラジルの国会議員選挙と州議会議員選挙における候補者の得票率分
布がともにその中心領域において -1 の指数をもつ冪乗則によってあらわされることがみいださ
れた（Costa Filho et al., 1999）。政党間の協力関係を規制する法律が変更された 2002 年の国会議員
選挙と州議会議員選挙においても 1998 年の関係をうらづける結果がえられた（Costa Filho et al., 
2003）。いっぽう，インドの選挙における得票率分布はブラジルのものと似ていることが確認され
たものの，異なる点もみつかった（González et al., 2004）。
　得票率分布が -1 の指数をもつ冪乗則となることについては，中心極限定理により得票率が対数
正規分布となるような乗算過程によるものとして解釈された（Costa Filho et al., 1999）。この得票率
分布を説明するために，Sznajd モデル（Sznajd-Weron and Sznajd, 2000）にもとづく意見動力学モデ
ルが提唱された（Bernardes et al., 2002）。このモデルでは，投票者どうしのつながりをあらわすグ















































v0 = N/Q でその候補者の得票数 v を割れば，v/v0 の分布は国と年代がちがっても同じ対数正規分布
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Costa Filho, 2009）ことにより，Fortunato と Castellano（2007）が主張する普遍性の存在に疑念が生
じた。Chatterjee ら（2013）は非拘束名簿式比例代表制を採用する 10 の国々における選挙データの
分布をしらべた。すでに普遍性が報告されたイタリア，ポーランド，フィンランド（Fortunato and 
Castellano, 2007）にくわえ，デンマークとエストニアの選挙データも同じ確率密度関数をもつこと
がわかり，かれらはこれら 5 つの国々を universal（U）グループと名づけた。いっぽう，非拘束名
簿式を採用するその他の国々における確率密度関数は U グループのものとは異なることがわかっ
た。スロベニア， ギリシャ，スイスでは v/v0 ∼ 1 に鋭いピークをもち v/v0 ≳ 1 の領域においてそれぞ
れが一致する分布となった。ブラジルとウルグアイでは v/v0 ≳ 1 の領域で U グループのデータと一
致するものの v/v0 ≲ 1 の領域で乖離する単調減少分布となった。いずれの国においても分布関数が
長い期間にわたってほとんど変わらないことから，Chatterjee ら（2013）は（これらの期間におい
て変動してきた）歴史的・文化的条件ではなく（これらの期間において変動しなかった）それぞれ






にして U グループとは異なる v/v0 分布をブラジルにもたらしたのかについて，かれらの論文の内
容は曖昧である。




　日本では 2001 年の参議院比例代表選挙より非拘束名簿式が採用されている（参議院 , 2000）。日
本におけるこの制度の特徴は，ひとりの名簿登載者に投票するかわりにひとつの名簿届出政党に
投票することが認められているということだ。有効投票のうち名簿登載者氏名が記載されたものの
割合は，最近 4 回の選挙では 25 パーセントから 30 パーセントとなっている（総務省 , 2007, 2010, 
2013, 2016）。義務投票制が採られておらず最近 4 回の選挙における投票率が 50 パーセント台の
低水準である（総務省 , 2007, 2010, 2013, 2016）こととあわせ，日本における非拘束名簿式比例代
表制は「有権者が名簿登載者からだれかひとりを選ぶことを強制されるか否か」という点におい
て（ブラジルなどの）義務投票制を採用する国々とは対照的だといえる。そのいっぽうで，ブラジ
ルと日本における比例代表制選挙には共通した特徴がある。表 1 はポーランド（National Electoral 
Commission of the Republic of Poland, 2005, 2007, 2011），フィンランド（Statistics Finland, 2003, 2007, 
2011），デンマーク（Statistics Denmark, 2007, 2011），ブラジル（Tribunal Superior Eleitoral, 2014），
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日本（総務省 , 2007, 2010, 2013, 2016）の非拘束名簿式比例代表制選挙における一選挙区あたりの
平均得票総数 ⟨NTOT⟩ である。
2005 2007 2011 2003 2007 2011
NTOT
NTOT
2.9 × 105 4.0 × 105 3.5 × 105 1.9 × 105 1.8 × 105 2.0 × 105
2007 2011 2014 2007 2010 2013 2016
3.8 × 104 3.9 × 104 3.3 × 106 1.7 × 107 1.5 × 107 1.4× 107 1.4 × 107






　この論文では日本の非拘束名簿式比例代表制選挙における v/v0 の分布を U グループおよびブ


















にたいしてはたらきかける。ひとりの投票者が接触する人数 k ∈ N＋の分布 p(k)，すなわち，ひとり
の投票者が k 人の知人をもつ確率 p(k) は α∈ R をパラメータとして
 
p（k）
k− , （ > 1） k kmin








なった。パラメータα, kmin , r の値を変化させ，パラメータ値のさまざまな組みあわせについて計算
過程を繰り返した。各々の計算段階においてすべての候補者の得票数を追跡し，統計的な観点から
満足できる数が蓄積された後に v/v0 のヒストグラム F(v/v0) を得た。有限サイズ効果による影響を




Commission of the Republic of Poland, 2005, 2007, 2011），フィンランド議会（Statistics Finland, 2003, 
2007, 2011），デンマーク議会（Statistics Denmark, 2007, 2011）における F(v/v0) を図 1 に示す。




















図 1: 意見拡散モデル（α = 3.20, kmin = 10, r = 0.25）と U グループの選挙における F(v/v0) の比較。
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これら U グループにおけるデータは α = 3.20, kmin = 10, r = 0.25 のパラメータ値をもちいた意見拡
散モデルによりうまく再現された。
　パラメータの値が変化するとモデルによる計算結果はどのような影響をうけるのだろうか。図 2 
は，ふたつのパラメータ kmin , r の値を固定（kmin = 10, r = 0.25）しながらαの値を変化させたときの 
F(v/v0) の動きである。

























（  2.00）とき F(v/v0)は v/v0 ≳ 10‒2 において単調に減少するが，α  2.40 になると極大値があらわれる。
αの値が大きくなるにつれ F(v/v0) の極大値が v/v0 の大きな値にシフトするとともに v/v0 の小さな







　つぎにパラメータ kmin ,αの値を固定（kmin = 10,α = 3.20）しながら r の値を変化させたときの 
F(v/v0) の動きを図 3 に示す。
8 経営と経済　47巻 1・2号
























r の値が小さい（  0.05）とき F(v/v0) は v/v0 ≳ 10‒2 において単調に減少するが，r  0.15 になると極
大値があらわれる。r の値が大きくなるにしたがい v/v0 の小さな領域における F(v/v0) 値は減少する
が，F(v/v0) が極大となるときの v/v0 の値は ∼ 0.25 からほとんど変わらず，v/v0 ≳ 0.25 における F(v/






区（総務省 , 2007, 2010, 2013, 2016）における F(v/v0) を図 4 に示す。いままでに研究されてきた他
の国々（Chatterjee et al., 2013）とおなじように，F(v/v0) は選挙のおこなわれた時代をつうじほぼ変
わらない。日本における分布は U グループのものとはあきらかに異なるいっぽう，ブラジル下院
（Tribunal Superior Eleitoral, 2014）のデータとほぼ一致した。ブラジルと同様に日本の F(v/v0) は v/v0 
にかんして単調減少であり，とくに v/v0 ≳ 1 の領域で急激に減少している。日本のデータはα = 2.0, 
kmin = 10, r = 0.30 のパラメータ値をもちいた意見拡散モデルによりおおむねよく再現された。
　義務投票制をもたず投票率が低いことにくわえ名簿登載者への投票も求められていない日本の
参議院比例区における F(v/v0) がブラジルのものと一致することから，Palombi と Toti（2014; 2015）
による「ブラジルの v/v0 分布が U グループの分布と異なる理由はブラジルの選挙制度における義
務投票制にある」という仮説は疑わしくなる。だとすれば，日本とブラジルにおける F(v/v0) がほ
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ぼ一致し，これらが U グループにおける F(v/v0) と異なるのはなぜだろうか。その理由をさぐるため，
日本の選挙についてもパラメータ値の変化がモデル計算結果にあたえる影響をしらべてみる。図 5 
は，ふたつのパラメータ kmin , r の値を固定（kmin = 10, r = 0.30）しながらαの値を変化させたときの
F(v/v0) の動きである。















図 5:  kmin = 10, r = 0.30 における F(v/v0) のα依存性。Q, N については日本の選挙データを使用し，
得られた曲線を合成した。


















図 4:  意見拡散モデル（α = 2.00, kmin = 10, r = 0.30）と日本の選挙における F(v/v0) の比較．日本
のデータは U グループ（ポーランド）とは大きく異なるがブラジルとはよく一致する．
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αの値が小さい（ 2.00）とき F(v/v0) は v/v0 ≳ 10‒3 において単調に減少し，とくにα  1.60 のとき 
v/v0 の分布関数は ∼ -1 の指数をもつ冪乗則となる。α  2.40 になると極大値があらわれる。αの値
が大きくなるにしたがい F(v/v0) の極大値は v/v0 の大きな値にシフトし，v/v0 の小さな領域における 
F(v/v0) の値は減少する。この傾向は U グループの Q, N をつかった計算結果と共通している。F(v/
v0) はα = 2.00 において日本のデータと一致する。
　つぎにパラメータ kmin ,αの値を固定（kmin = 10,α = 2.00）しながら r の値を変化させたときの 
 F(v/v0) の動きを図 6 に示す。





















図 6:  kmin = 10,α = 2.00 における F(v/v0) の r 依存性。Q, N については日本の選挙データを使用し，
得られた曲線を合成した。
r の値が小さい（  0.20）とき F(v/v0) は v/v0 ≳ 10‒3 において単調に減少するが，r  0.3 になると極大
値があらわれる。r の値が大きくなるにしたがい F(v/v0) の極大値は v/v0 の大きな値にシフトし，v/
v0 の小さな領域における F(v/v0) の値は減少する。F(v/v0) は r = 0.30 において日本のデータと一致す
る。
　意見拡散モデルにより v/v0 の分布を再現した結果から，ふたつのパラメータ (α, r) の値における
差異が U グループと日本の分布に不一致をもたらしていることがわかった。
　U グループでは (α, r)=(3.20, 0.25) であるのにたいし日本では (α, r)=(2.00, 0.30) であり，日本のほ
うが小さなαの値と大きな r の値をもつ。
　αの値が小さいことと r の値が大きいことはともに意見拡散過程においてマスメディアがもつ特



















テレビニュースの報道や解説に影響をうけたと解答した投票者の割合は 1970 年においておよそ 8 
パーセントだったが，2001 年には 30 パーセント程度に増えている。また 2013 年に実施された参
議院選挙後の意識調査によれば，政治・選挙情報入手元の大半はマスメディア（テレビ 58.6%，新
聞 22.9%，インターネット 5.1%）である（明るい選挙推進協会 , 2014）。
　日本における一選挙区あたりの平均得票数 ⟨NTOT⟩ すなわち一選挙区あたりの有権者規模は U グ
ループにくらべてふた桁ほど大きい（表 1）。くわえて日本の参議院比例代表選挙における選挙区
は全都道府県（一選挙区）であり，その面積はおよそ 3.8 × 105 km2 に達する（国土地理院 , 2016）。




　一選挙区の平均面積がおよそ 3.2 × 105 km2 と広大で（Instituto Brasileiro de Geografia e Estatística, 
2016）かつ ⟨NTOT⟩ の値が大きなブラジルにおいても，日本の場合と同様に意見拡散におけるマス
メディアの影響力は大きいと考えられる。じっさい，テレビの家庭普及率が 73 パーセントであっ
た 1989 年の調査においてすでに 86-89 パーセント が最重要の政治情報源としてテレビをあげて
いる（Boas, 2005）。Palombi と Toti（2014; 2015）はブラジルにおける v/v0 の分布が U グループの
ものと一致しない理由を義務投票制によるものとかんがえた。しかし，義務投票制による高い投
票率が U グループとは異なる v/v0 分布をもたらすのだとすれば，（義務投票制をとっていないに
もかかわらず）1945 年以降ほとんどの選挙において投票率が 85 パーセントを越えるデンマーク




ランドとフィンランドにおいて 130-260 であり（National Electoral Commission of the Republic of 
Poland, 2005, 2007, 2011; Statistics Finland, 2003, 2007, 2011），ブラジルや日本の値もこの範囲に含ま
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れる（Tribunal Superior Eleitoral, 2014; 総務省 , 2007, 2010, 2013, 2016）。U グループのデンマークだ
けが約 9 と極端に少ない（Statistics Denmark, 2007, 2011）。したがって，この要因は v/v0 の分布に
ほとんど影響しないといえる。
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